
（様式１）
参　加　申　込　書

業務名

５-６第２次つくば市産業戦略策定支援業務
つくば市長　　宛て
標記業務について、参加申込書を提出します。

　　年　　月　　日

提出者

住所
氏名　　　　　　　　　　　　
（会社にあっては，所在地，名称及び
代表者の氏名）
担当者

担当部署

氏名

電話番号
FAX

Mail

（様式２）
	企業状況表

	ふりがな
	

	商号
	

	代表者
	

	所在地
	〒　　　－


	設立年月日
	　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	主たる業種
	

	事業内容
	

	備考
	


※会社の概要がわかるパンフレット等を添付すること。
※記載欄が足りない場合には、適宜追加しても構わない。
（様式３）

業　務　実　績　書
　
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	業務名
	発注者
	履行期間
	契約金額

（単位：千円）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）業務実績には、本業務と同種の業務の実績を記入すること。
業務実績が５件を超える場合には業務完了日が新しい順に５件記入すること。
（様式４）

業　務　実　施　体　制　調　書

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　
■管理責任者

	氏名：
	所属・役職：

	実務経験年数：
	資格：

	担当する業務：


■担当者１
	氏名：
	所属・役職：

	実務経験年数：
	資格：

	担当する業務：


■担当者２
	氏名：
	所属・役職：

	実務経験年数：
	資格：

	担当する業務：


■担当者３
	氏名：
	所属・役職：

	実務経験年数：
	資格：

	担当する業務：


（注）記入欄が不足する場合には複写もしくは欄を追加して作成すること。
（様式５）
資格要件に係る申立書
年　　月　　日
つくば市長　　　宛て
所　　　　在
商号又は名称
代   表   者
「５-６第２次つくば市産業戦略策定支援業務」に係る公募型プロポーザル方式実施要領に示される下記の要件を、全て満たす者であることを申し立てます。

記
（１）　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項に規定する者に該当しないこと。

（２）　地方自治法施行令第167条の４第２項の規定に基づくつくば市の入札参加の制限を受けていないこと。

（３）　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団でなく、かつ、その役員が茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第３号に規定する暴力団員等でないこと。

（４）　契約締結の日までの間に、茨城県建設工事等請負業者指名停止措置要領（平

成６年７月14日付け監第692号）又はつくば市入札参加指名停止等措置要綱（平成６年つくば市告示第15号）に基づく指名停止等の措置を受けていないこと。

（５）　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てをしていないこと。ただし、申立てをしている場合であっても、更生手続開始後又は再生計画認可の決定が確定した後につくば市が一般競争入札参加資格の再認定をしたときは、この限りでない。

（６）　市税、都道府県税、所得税、法人税及び消費税について未納がないこと。

（７）　過去５年以内に、本業務と同種の業務（国又は地方自治体の「産業振興計画」や産業振興に関する総合的な目標、又は方針について定める計画の策定支援）について、国又は地方自治体と契約を締結し、確実に履行した実績があること。
以上
（様式６）

企　画　提　案　書

業務名

５-６第２次つくば市産業戦略策定支援業務
つくば市長　　宛て
標記業務について、企画提案書を提出します。

　　年　　月　　日

提出者

住所
氏名　　　　　　　　　　　　
（会社にあっては，所在地，名称及び
代表者の氏名）
担当者

担当部署

氏名

電話番号
FAX

Mail

（様式７）
課題に対する提案書
	「地域内経済循環における市の役割」について（400字以内）

	

	「つくば市が取り組む産業振興施策の重点項目」について（400字以内）

	


＊提出者を特定することができる内容の記述（具体的な社名等）を記載してはならない。
